[bookmark: _Hlk218772916]様式１－１（法第９条第１項関係）

増進活動実施計画　認定申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

環　境　大臣　　殿
農林水産大臣　　殿
国土交通大臣　　殿

代表申請者
	
	                            

	団体名・氏名
	                            


　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　    　          
　　

　地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律第９条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けたいので、申請します。
　

（備考）
　１　代表申請者が法人その他の団体の場合には、「住所」には「主たる事務所の所在地」を、「団体名・氏名」には「団体名称及び代表者の氏名」を記載すること。
２　添付書類
以下の書類を添付すること。下表において、添付した書類にチェックマークを打つこと。
各添付書類の詳細や該当性の考え方については、「地域生物多様性増進活動の手引き」を参照すること。
（指定様式のうち必須）
	[bookmark: _Hlk218674177]確認欄
	番号
	書類名
	備考

	☐	様式1-1
	増進活動実施計画　認定申請書
	

	☐	　別紙１
	暴力団排除に関する誓約事項
	様式1-1と同じWordファイル

	☐	様式1-2
	増進活動実施計画
	

	☐	別紙１
	基本的事項
	様式1-2と同じExcelファイル

	☐	別紙2
	サイト詳細シート
	様式1-2と同じExcelファイル
複数の類型が存在する場合、類型ごとに整理

	☐	　別紙3
	認定後の確認事項
	様式1-2と同じExcelファイル

	☐	様式1-3
	活動計画概要
	PowerPoint

	☐	様式4-1
	特例措置の活用に関する事項
	特例措置を活用しない場合を含め、提出必須





（指定様式のうち特例を活用する場合のみ提出）
	確認欄
	番号
	書類名
	備考

	☐	様式4-2
	行為規制等に関する特例に関する事項
	該当の場合のみ

	☐	様式4-3
	生態系維持回復事業に関する事項
	該当の場合のみ

	☐	様式4-4
	保護増殖事業に関する事項
	該当の場合のみ

	☐	様式4-5
	特定外来生物の防除に関する事項
	該当の場合のみ

	☐	様式4-6
	伐採等の届出に関する事項
	該当の場合のみ



[bookmark: _Hlk218717179]（自由様式）
　様式は問わないが、どのファイルが該当するかわかるようにファイル名もしくはフォルダ名の最初に下表の番号を付けること。
	確認欄
	番号
	書類名
	備考

	☐	添付１
	GISデータ
	必須。Shape、KML等

	☐	添付２
	生物多様性の現況
	維持タイプのみ必須

	☐	添付３
	公物等の管理区域に関する記録等
	該当の場合のみ。様式3同意書サンプルを参照。

	☐	添付４
	モニタリング計画
	※様式1-2に記載しない場合は必須

	☐	添付５
	整備計画等資料
	該当の場合のみ

	☐	添付６
	協議会・意思疎通方法
	該当の場合のみ

	☐	添付７
	所有・賃貸関係
	該当の場合のみ



（その他添付資料）
上記の添付書類のほか、土地の所有者等の同意書、関連する計画（森林経営計画、TSUNAGの申請書類等）など増進活動実施計画に関連して追加で添付した書類があれば提出すること。


様式１－１　別紙１	
暴力団排除に関する誓約事項
														
																	西暦　　年　　月　　日
氏名又は団体名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
													
	
下記事項について、申請書の提出をもって誓約いたします。													　
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。							
また、官側の求めに応じ、役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含む。）。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びに提出書類から確認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。	
記
																			
１．申請者、土地所有者及び関係者は次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。													
（１）申請者、土地所有者及び関係者として不適当な者		
ア 	法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき			
イ	 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき		
ウ	役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき	
エ	役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
（２）申請者、土地所有者及び関係者として不適当な行為をする者	
ア	暴力的な要求行為を行う者						
イ 	法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者				
ウ	取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者		
エ	偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者		
オ 	その他前各号に準ずる行為を行う者					
２．暴力団関係業者を申請するサイトに関して締結する全ての契約の相手方としません。
３．申請するサイトに関して締結する契約の相手方が暴力団関係業者であることが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。				
４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は申請するサイトに関して締結する契約の相手方が暴力団員等による不当介入を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、事務局へ報告を行います。					以　　上
